
中  :支援付き住宅の制度化・研究



厚生労働省記者クラブにて、
「高齢の生活困窮者が安′いして生きていける『支援付き住宅』の緊急提言」

高齢被保護者等の地域における居住確保と

ケアの二‐ズ調査及びシステム構築の方法に関する研究会
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支援付き住宅の基本コンセプト

ｌ
ω
ヽ
１



在宅生活継続を支えるサポートセンター及びサポートセンターが管理運営する

支援付き居住セーフティネットと「支援付き住宅」基本モデル
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困窮・単身高齢者向けの

新たな社会資源をつくる

病院
福祉施設
特養ホーム

在宅診療所等
社会サービス簡易旅館

宿泊所

福祉事務所

就労支援ホ=ム

地1戯:糧



支援付き住宅研究会の

提言と制度提案

ｌ
ω
Ｏ
‥

①生活保護制度の改善
・地域生活支援扶助の現物給付 (単独給付含む)

②生活支援とコーディネ■卜業務の民:問委託

③地域協働型支援付き住宅の制度化



生活保護の原則
生活保護法
第 1条 この法律は、日本国憲法第25条に規定する理念に基き、国が生活に困窮
するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低

限度め生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的とするO

自立支援プ由グラム :

①就労自立支援
②日常生活自立支援

当   ③社会生活自立支援
:



～高齢化社会に合わせた制度改善～

・保護改廃、金銭給付等業務
・社会サニビス導入コニデイ
ネニト業務
→ケ‐スワーカーの増員

・生活支援業務を地域で活動
する民間NPOへ業務委託
→「居宅安定化事業」  |

生活保護制度改善の制度提案
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8扶助に加え、「地域生活支援扶助」の創設・単独給付




